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平成25年２月14日 

各  位 

会 社 名 山 崎 製 パ ン 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 飯島 延浩 

（コード番号２２１２ 東証・大証第一部） 

問合せ先 専務取締役   吉田 輝久 

（TEL.０３－３８６４－３１１０） 

 

連結子会社の吸収合併及び定款一部変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成25年７月１日をもって当社の連結子会社である株式会社デイ

リーヤマザキ（以下、「デイリーヤマザキ」といいます。）を吸収合併するとともに、現行定款を一部変更

することを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、100％連結子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省略して開

示しております。 

記 

１．連結子会社の吸収合併 

⑴合併の目的 

デイリーヤマザキは、当社グループのコンビニエンスストア事業を行う100％子会社として、日本全国

に「デイリーヤマザキ」1,544店､「ヤマザキデイリーストアー」104店､合計1,648店(平成24年12月31日

現在)を展開しております。昨今、コンビニエンスストア業界におきましては、上位チェーンの積極的な

出店やＰＢ商品の拡充もあり、経営環境は急速に厳しさを増しており、デイリーヤマザキも店舗の売上

不振により急激に業績が悪化してまいりました。今後、寡占化が進む中でチェーン間の規模の格差が広

がり、デイリーヤマザキの各店舗は、これまで以上に激しい競争にさらされることが予想されます。 

このような状況下、当社は、平成25年７月１日をもってデイリーヤマザキを当社に吸収合併すること

といたします。この合併により、当社は、吸収合併したデイリーヤマザキ事業を当社営業部門の一部に

組み入れ、コンビニエンスストア機能を有する自社業態として当社の小売部門と連携して効率化をはか

るとともに、当社グループ各社との緊密な協力体制を築きあげ、当社グループの総力を結集して業績向

上を期してまいります。 

 

⑵合併の要旨 

①合併の日程 

取締役会決議      平成25年２月14日 

合併契約締結      平成25年２月14日 

合併契約承認株主総会  平成25年３月13日〔デイリーヤマザキ定時株主総会〕 

平成25年３月28日〔当社定時株主総会〕 

合併期日（効力発生日） 平成25年７月１日（予定） 

 

②合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、デイリーヤマザキは解散いたします。 

 

③合併に係る割当ての内容 

当社は、デイリーヤマザキの発行済株式の全てを所有しているため、本合併に際し株式の発行お

よび金銭等の交付は行いません。 

また、本合併による当社の資本金の額および資本準備金の額の変更はありません。 

 

④合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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⑶合併当事会社の概要 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

①名称 山崎製パン株式会社 株式会社デイリーヤマザキ 

②所在地 東京都千代田区岩本町三丁目10

番１号 

東京都千代田区岩本町三丁目10

番１号 

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長 飯島延浩 代表取締役社長 水野渉 

④事業内容 パン、和洋菓子の製造販売 コンビニエンスストア事業 

⑤資本金 11,014,143,000円 2,160,000,000円 

⑥設立年月日 昭和23年６月21日 昭和52年12月21日 

⑦発行済株式数 220,282,860株 4,320,000株 

⑧決算期 12月31日 12月31日 

⑨大株主及び持株比率 
（平成24年12月31日現在） 

飯島興産株式会社    6.8％

財団法人飯島記念食品科学振興 

財団          5.6％

株式会社日清製粉グループ本社 

            5.0％

三菱商事株式会社    4.4％

住友商事株式会社    4.2％

丸紅株式会社      3.7％

山崎製パン株式会社  100.0％

⑩直前事業年度の財政状態及び経営成績（平成24年12月31日現在） 

 吸収合併存続会社（連結） 吸収合併消滅会社（個別） 

純資産    263,116百万円      700百万円 

総資産    655,708百万円     53,821百万円 

売上高（営業総収入）    951,502百万円     73,595百万円 

営業利益     24,754百万円     ▲691百万円 

経常利益     26,109百万円    ▲1,275百万円 

当期純利益     10,790百万円       34百万円 

１株当たり純資産     1,101円19銭      162円24銭 

１株当たり当期純利益       49円15銭       7円98銭 

 
⑷合併後の状況 

合併後、当社は新たにコンビニエンスストア事業を経営することとなります。 

なお、本合併による当社の名称、所在地、代表者、資本金及び決算期の変更はありません。 

 

⑸今後の見通し 

本合併は、当社の100％連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微であり、また、個別

業績においては抱合わせ株式消滅差損が生じる見込みでありますが、当該影響も軽微であります。 

 

 

２．定款の一部変更 

⑴変更の目的 

本合併により、当社は新たにコンビニエンスストア事業を経営することとなりますので、合併期日で

ある平成25年７月１日をもって現行定款の目的に所要の事項を追加するものであります。 

 

⑵定款変更の内容 

別紙のとおり 

 

⑶日程 

定時株主総会 平成25年３月28日 

定款変更日  平成25年７月１日 

以 上  
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別紙．定款変更の内容 

（下線は変更部分を示します｡） 

現行定款 変更案 
第２条（目的） 

当会社は、下記の事業を営むことを目的と
する。 
１．パン、菓子類の製造及び販売 
２．食料品、清涼飲料その他の飲料、日用

品雑貨類の製造及び販売 
３．農畜水産物の製造加工及び販売 
４．喫茶、飲食店の経営 

＜新  設＞ 
 
 

５．酒類の販売 
＜新  設＞ 

 
＜新  設＞ 

 
 
 
 
 
 
 

＜新  設＞ 
 

＜新  設＞ 
 
 

＜新  設＞ 
 

＜新  設＞ 
 
 

＜新  設＞ 
 
 

＜新  設＞ 
＜新  設＞ 

 
＜新  設＞ 

 
 

＜新  設＞ 
 

＜新  設＞ 
＜新  設＞ 

 
＜新  設＞ 
＜新  設＞ 

６．不動産の賃貸及び売買 
７．空調設備、厨房機器その他の店舗用設

備機械類及び什器備品類のリース業 
８．倉庫業、一般貨物自動車運送事業、貨

物利用運送事業及び損害保険代理業 
９．前各号に附帯又は関連する事業 

 

第２条（目的） 
当会社は、下記の事業を営むことを目的と
する。 
１．パン、菓子類の製造及び販売 
２．食料品、清涼飲料その他の飲料の製造

及び販売 
３．農畜水産物の製造加工及び販売 
４．喫茶、飲食店の経営 
５．フランチャイズチェーンシステムに基

づくコンビニエンスストアの経営及び
加盟店の募集・指導に関する事業 

６．酒類の販売 
７．煙草、喫煙具の販売及び郵便切手、は

がきの販売 
８．家庭用電気機械器具、家具調度品、屋

内装飾品、娯楽用品、運動具、台所用
品、家庭用品、衣料品、寝具類、装身
具、かばん・袋物類、はき物、雨具、
事務用機械器具、文房具類、紙類、写
真機械器具材料、情報記録機器、自動
車用品、自転車用品、ペットフード及
び種子類の販売 

９．医薬品、医薬部外品、医療用具及び化
粧品の販売 

10．書籍、新聞、雑誌等の印刷物、電子出
版物、音楽映像ソフト、ゲームソフ
ト、玩具、美術品及び古物の販売 

11．カタログ及びインターネットを利用し
た通信販売 

12．クリーニング、車検、宅配便、引っ越
し、レンタル、カタログ販売等の委託
取次ぎ 

13．プリペイドカードの発行及び取扱い、
電子マネー及びその電子的価値情報の
発行、販売及び管理 

14．各種チケットの販売及び取次ぎ 
15．公共料金、税金、社会保険料及び通信

販売等に関する代金の受託収納代行 
16．コピー、ファクシミリ、プリンター等

の複合機能コピー機の利用サービスの
提供 

17．生命保険の募集に関する業務及び損害
保険代理業 

18．金銭の清算代行業務及び集金代行業務 
19．現金自動預入支払機の導入、設置及び

それらに係る事務委託業務 
20．融資及び融資の斡旋 
21．労働者派遣事業及び有料職業紹介事業 
22．不動産の賃貸及び売買 
23．空調設備、厨房機器その他の店舗用設

備機械類及び什器備品類のリース業 
24．倉庫業、一般貨物自動車運送事業及び

貨物利用運送事業 
25．前各号に附帯又は関連する事業 

＜新  設＞ 
 

附則 
第１条 第２条（目的）の規定の変更は、平成25

年７月１日にその効力を生ずるものとす
る。なお、本附則は、上記の効力発生を
もってこれを削除する。 

 

以 上  


